
（アウトプット指標による目標）

（アウトカム指標による目標）

事業番号 342

「日本経済再生に向けた緊急経済対策」進捗管理シート（農林水産省）

対策の柱立て（大区分） Ⅲ．暮らしの安心・地域活性化

担当部局 生産局畜産部

対策の柱立て（中区分） ２．地域の特色を生かした地域活性化

対策の柱立て（小区分①）
（３）農業の体質強化など地域の特色を生かした地域経済の活性化と住
みよい地域の構築の加速

担当課

畜産企画課
畜産振興課

牛乳乳製品課
食肉鶏卵課対策の柱立て（小区分②）

対策における施策の名称 農漁業の経営環境の変動に対する緊急対応：飼料・燃料価格高騰対応、飼料穀物備蓄対策、鳥獣被害防止

（事業名） 経営環境の変動に対する緊急対応（畜産総合対策事業） 新規/既存 ■新規　　　■既存

平成24年度補正予算額 806億円
一般会計/特別会計

（特会の場合には名称も記
載）

一般会計

事業の内容
（予算については、
予算の使途及び

予算を交付等する対象者
を明記）

①新マルキン事業への積み増し
　想定を超える配合飼料価格の高騰等に対応し、肉用牛肥育経営安定特別対策事業（新マルキン事業)の補塡金の
交付を確実に行うために必要な資金の追加造成を実施

②養豚経営安定対策事業への積み増し
　想定を超える豚枝肉価格の低落に対応し、養豚経営安定対策事業の補塡金の交付を確実に行うために必要な資
金の追加造成を実施

③畜産経営力向上緊急支援リース事業
　畜産経営における生産性や飼料自給率の向上に必要な機械、飼料生産受託組織等の経営の高度化に必要な機
械、配合飼料工場における飼料原料の多角化に必要な機械のリース方式による導入について支援

④畜産特別支援資金融通事業
　負債の償還が困難な畜産経営に対し、長期・低利の借換資金を融通及び経営改善指導を行うとともに、配合飼料
価格の高騰による経営費の増大や、畜産物価格の低迷により急速に悪化している経営に対し、特例的に利子補給や
債務保証への支援の強化、償還困難な負債の一括借換を実施

⑤飼料自給力強化支援事業
　農協等による組織的な採草地の修復、放牧施設の改修整備、輸入稲わら等から国産飼料利用への移行のための
試行的利用、外部の経営診断を受けてのTMRセンター等の施設や附帯設備の改修及びコントラクター等による面集
積の推進等を支援

⑥飼料穀物備蓄対策事業
　飼料穀物（とうもろこし・こうりゃん）60万トンを備蓄するために追加的に必要となる経費を助成

⑦国産食肉流通合理化緊急資金支援事業
　国産食肉の共同仕入等流通コスト低減に取り組む食肉卸売団体の円滑な資金調達のための債務保証体制の整備
を実施

⑧生乳需要基盤強化対策
　生乳生産基盤をしっかりと維持していくため、牛乳乳製品の底堅い需要の確保に向けて、生産者・乳業者が一体と
なって行う新商品・技術の開発、新市場の開拓などの取組を支援

実施方法 　□直接実施　　　□委託・請負　　　　□補助金　　　　□負担金　　　　■交付金　　　　□貸付金　　　　□その他（　　　）

アウトプット指標（進捗指標）

アウトカム指標（効果指標）

事業①、②
　独立行政法人農畜産業振興機構（以下ALIC）に対し資金の追加造成を行い、補塡金の交付を確実に実施

事業③～⑧
　ALICから民間団体への交付決定済額487億円

「食料・農業・農村基本計画」において設定された、需要に応じた生産数量目標を達成
　○生乳の生産量（795万t（20年度）→800万ｔ (32年度））
　○牛肉の生産量（ 52万t（20年度）→ 52万ｔ（32年度））
　○豚肉の生産量（126万t（20年度）→126万ｔ（32年度））
　○鶏肉の生産量（140万t（20年度）→138万ｔ(32年度））
　○鶏卵の生産量（255万t（20年度）→245万ｔ(32年度））
　○飼料自給率の向上　26％（20年度）　→　38％（32年度）



事業の進捗状況

予算の執行状況

（進捗実績、
今後のスケジュール）

執行早期化のために
講じている工夫

○平成25年２月１日に、補正予算の成立を前提とした上で事業実施主体の候補者を公募し、２月26日に候補者を公
表。
○関係者を参集して事業説明会を開催し、早期周知を徹底。

事業に関するURL
（事業実施場所、補助先等）

事業の概要、実施要綱
http://www.alic.go.jp/c-kanri/shinko01_000325.html

　　６月１日時点

【進捗ステップのイメージ図】 
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【事業①、②】 【事業③～⑧】 

７％交付決定済 


